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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注）１ 第32期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているためそれ以前については記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第31期中 第32期中 第33期中 第31期 第32期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （百万円） － 6,749 7,102 － 14,014 

経常利益 （百万円） － 409 471 － 760 

中間（当期）純利益（純

損失） 
（百万円） － 249 278 － △121 

純資産額 （百万円） － 11,188 10,903 － 10,722 

総資産額 （百万円） － 14,817 14,835 － 14,760 

１株当たり純資産額 （円） － 782.45 762.52 － 749.83 

１株当たり中間（当期）

純利益（純損失） 
（円） － 17.45 19.46 － △8.47 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） － 75.5 73.5 － 72.6 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） － 527 816 － 826 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） － △539 △508 － △338 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） － △316 △99 － △416 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（百万円） － 2,138 2,746 － 2,538 

従業員数 （人) － 1,062 1,108 － 1,057 



(2）提出会社の経営指標等 

（注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 第32期中間会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、第32期中間会計期間以降の営業活動によるキ

ャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー並びに、現金及

び現金同等物の中間期末（期末）残高については記載しておりません。 

回次 第31期中 第32期中 第33期中 第31期 第32期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （百万円） 6,611 6,496 6,803 13,594 13,533 

経常利益 （百万円） 445 461 427 881 1,008 

中間（当期）純利益（純

損失） 
（百万円） 262 283 240 500 △137 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（百万円） － － － － － 

資本金 （百万円） 3,560 3,560 3,560 3,560 3,560 

発行済株式総数 （千株） 14,300 14,300 14,300 14,300 14,300 

純資産額 （百万円） 10,964 11,223 10,850 11,073 10,706 

総資産額 （百万円） 14,199 14,630 14,570 14,634 14,514 

１株当たり純資産額 （円） 766.75 784.84 758.76 770.90 748.72 

１株当たり中間（当期）

純利益（純損失） 
（円） 18.39 19.84 16.82 31.51 △9.59 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） － － － － － 

１株当たり配当額 （円） 7.00 7.00 7.00 14.00 14.00 

自己資本比率 （％） 77.2 76.7 74.5 75.7 73.8 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） 485 － － 1,216 － 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） △141 － － △875 － 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） △100 － － △200 － 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（百万円） 2,570 － － 2,466 － 

従業員数 （人） 1,028 1,017 1,075 1,002 1,016 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間から、当社グループ（当社及び㈱ピスク）事業のめざす方向をより明確にするため、 

以下のとおり事業区分の変更を行なっております。 

 （変更内容） 

   全体を「システムサービス」と「情報機器販売」に分け、前者をさらに３つの事業に分割しております。 

  なお、事業区分変更後の事業内容と当社企業集団の関係は次のとおりであります。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 事業の種類別セグメントは情報サービス単一事業のため、上記部門で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

新事業区分 事業内容 当社企業集団の関係 

システム 

サービス 

パッケージソリューション事業  自社開発パッケージの販売、

カスタマイズ、ＳＩおよび関連

サービス 

 当社グループが製造・販売す

る他、親会社日立ソフトウェア

エンジニアリング㈱、㈱日立製

作所、関連会社㈱よみうりソフ

ト、親会社日立ソフトウェアエ

ンジニアリング㈱の関連会社㈱

よみうりコンピュータにシステ

ムサービスを提供しておりま

す。 

  システム構築＆サービス事業  アライアンス製品（ハード/ソ

フト）によるＳＩ、コンサル/Ｓ

Ｅサービスおよび関連サービス 

  ソフトウェア開発事業  各種ソフトウェアの受託開発

および保守 

情報機器販売 流通ハード/ソフトの販売  親会社日立ソフトウェアエン

ジニアリング㈱、㈱日立製作所

から情報処理機器等を仕入れ、

当社が販売しております。 

  平成19年９月30日現在

部   門 従業員数（人） 

設計・開発部門 972 

営業・管理部門 136 

合計 1,108 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 1,075 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間連結会計期間の日本経済は、サブプライムローン問題による米国経済の減速や原油価格高騰の影響が懸念

されるものの、引き続き緩やかな拡大基調で推移しております。 

一方、情報サービス産業も、内部統制システム構築の需要の増加や、企業のIT投資意欲の高まりなどを反映し、

業界全体として好調を維持しております。しかしながら、顧客の求めるコストパフォーマンスや提案内容の差別化

要求は高まる一方で、ベンダ選別の環境はますます厳しさを増しており、個々の企業は熾烈な競争下にあります。

こうした状況のもと当社グループ（当社及び連結子会社、以下同様）は、市場ニーズにマッチした魅力ある独自

製品を持つことがIT業界で生き残るための必須条件であるという認識のもと、積極的な受注活動を展開するととも

に、高い技術力を活かしたパッケージやソリューションを開発し、新たな事業分野の開拓に努めてまいりました。

なお、当社グループの事業の種類別セグメント情報は、情報サービス単一事業のため作成しておりませんので、

事業区分別に示すと次のとおりであります。また、前項の第１［企業の概況］２［事業の内容］に記載のとおり、

当中間連結会計期間から事業区分の変更を行なっておりますので、下記の前年同期比につきましては、前年同期の

数値を新事業区分に組替えた数値との比較となっております。 

パッケージソリューション事業では、CRMソリューション分野において、広告業界向け総合販売管理システム

ADsys（Advertisement System Manager）のシリーズ化を推進し、折込広告代理店向けパッケージ「ADsys for 折

込広告」、交通広告代理店向けパッケージ「ADsys for 交通広告」を開発し、販売を開始しました。 

モバイル・セキュリティソリューション分野においては、リモートアクセスシステム「DoMobileCSE」のスマート

フォンとの連携を強化した機能エンハンス版を販売開始するとともに、携帯電話をリッチクライアント化して、 

セキュリティ面を強化した業務支援パッケージ「A３BROWSER（エー・キューブ・ブラウザ）」および、その携帯電 

話を業務端末として活用する「ケータイ快作シリーズ」といった業務パッケージ製品の販売を推進しております。

また、日立ソフトウェアエンジニアリング㈱のセキュリティ製品秘文シリーズにおいて当社が開発を担当した、

持ち出し先での不用意な情報漏洩を防止する「秘文AE CopyGuard」、透かし印刷により情報漏洩を抑止する「秘文

AE Watermark Print」および「Watermark Print for 秘文」は、お客様のご要望に的確にお応えし、販売数を増や

しております。 

先端技術ソリューション分野においては、汎用知的音声合成システム「ボイスソムリエ」を新規に開発し、販売

を開始しました。映像制作業界をはじめ、各業界から数多くの受注をいただいております。 

司法書士向けソリューションの分野においては、子会社㈱ピスクが販売する「サムポローニアDC/Neo」が着実に

販売数を拡大しております。 

なお、新たにパッケージ専任営業部署を設立し、販売体制を強化するとともに、GMOホスティング&セキュリティ

㈱をはじめとする他社との業務提携により、販売ルートの拡大を図りました。 

当事業の売上高は、８億７千５百万円（前年同期比７千３百万円(9.1%)増）となりました。 

システム構築＆サービス事業では、ブレードサーバーによる基幹システムのインフラ構築サービスの販売を展開

しました。また、他社とのアライアンスによるソリューションとして、情報システムやネットワークにおける重要

データの変更を監視し、その来歴を管理する「IT内部統制管理ソリューション」、データバックアップにおける作

業改善、費用コストの低減を実現する「多世代バックアップソリューション」等を販売し、数多くの受注をいただ

きました。 

コンサルティングサービス分野においては、ITコーディネーターを主体としたITコンサルティングサービスを開

始し、中小規模企業に向けた提案活動を展開しております。 

当事業の売上高は、２６億２百万円（前年同期比４億３千４百万円(20.1%)増）となりました。 

ソフトウェア開発事業では、損害保険会社の「特定医療新保険システム」、大手通信会社の「携帯電話搭載の新

サービスプラットホームソフト（フェーズ２）」、通信機メーカーの「新型携帯電話機ソフト」、不動産業界向け

「顧客管理システム」等の先進的大型システムのソフト開発を多数受注、納入しました。また、官公庁向けの「統

計情報管理分析システム」、「奨学金資格審査システム」を納入しました。 

当事業の売上高は、３５億８千５百万円（前年同期比１億１千１百万円(3.2%)増）となりました。 

情報機器販売事業では、情報機器の販売とソフトウェアのインストールなどの付帯サービスの提供を行なってお

ります。 

当事業の売上高は、３千９百万円（前年同期比２億６千６百万円(87.2%)減）となりました。 

なお、情報機器販売につきましては、当中間連結会計期間から純額表示としております。 



経営体質強化の面においては、提案から構築・運用に至るまでのトータルシステムソリューション強化をめざし

て、マルチタレントSE（Sales/System/Softwareエンジニア）、コンサルタント等の人材育成をはじめ、研究開

発、先端技術取り込みを積極的に推進しております。 

更に、マネジメントプロセスの改革、開発標準の整備、社内情報インフラ等の活用による高効率化を主眼とし 

た、全社業務革新運動「スマイル200+10」をスタートさせました。より一層のプロジェクトマネジメント力の強 

化、事業部間での開発ノウハウ共有による開発技術力の強化などに取り組んでおります。 

以上の結果、当中間連結会計期間において、受注高は７５億５千３百万円（前年同期比8.0%増）、売上高は７１

億２百万円（前年同期比5.2%増）、経常利益は４億７千１百万円（前年同期比15.2%増）、中間純利益は２億７千

８百万円（前年同期比11.6%増）を計上いたしました。 

なお、所在地別セグメントの業績については、本邦以外の国及び地域に所在する連結子会社及び在外支店がない

ため、記載しておりません。 

(2)キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、売上債権の減少等により、前連結会計年

度末に比べ２億８百万円増加し、当中間連結会計期間末は２７億４千６百万円（前年同期比28.4%増）となりまし

た。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動により増加した資金は８億１千６百万円（前年同期比２億８千８百万円の増加）となりました。これ

は主に、売上債権の減少額５億３千９百万円、税金等調整前中間純利益４億７千１百万円、減価償却費２億８千

５百万円等の増加と、法人税等の支払額３億７百万円、たな卸資産の増加額１億６千５百万円等の減少によるも

のです。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動により減少した資金は５億８百万円（前年同期比３千１百万円の増加）となりました。これは主に、

長期預け金の預入による支出１０億円、無形固定資産の取得による支出２億８千４百万円等の減少と、有価証券

等の償還による収入７億円、定期預金の払戻による収入１億円等の増加によるものです。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動により減少した資金は９千９百万円（前年同期比２億１千６百万円の増加）となりました。これは、

配当金の支出によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループは、自社開発パッケージの販売、アライアンス製品（ハード/ソフト）によるＳＩ及び、各種ソフト

ウェアの受託開発等のシステムサービスの提供、並びに、流通ハード/ソフトの販売を事業内容としており、情報サ

ービス単一事業のため、事業の種類別セグメント情報を記載しておりませんので、事業区分別に記載しております。

 なお、前項の第１［企業の概況］２［事業の内容］に記載のとおり、当中間連結会計期間から事業区分の変更を行

なっておりますので、下記の対前年同期比につきましては、前年同期の数値を変更後の事業区分に組替えた数値との

比較となっております。また、情報機器販売につきましては、当中間連結会計期間から純額表示としております。 

(1)生産実績 

 当中間連結会計期間における事業区分ごとの生産実績は次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 金額は、販売価格によります。 

(2)受注状況 

 当中間連結会計期間における事業区分ごとの受注状況は次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 情報機器販売につきましては、当中間連結会計期間から純額表示としているため、当中間連結会計期間末の

受注残高の算定にあたりましては、前連結会計年度末の受注残高を純額表示に修正して算出しております。 

(3)販売実績 

 当中間連結会計期間における事業区分ごとの販売実績は次のとおりであります。 

 （注）１ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりです。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 金額（百万円） 構成比（％） 
対前年同期比 

（％） 

システムサービス 

パッケージソリューション 906 12.4 110.5 

システム構築＆サービス 2,741 37.7 124.9 

ソフトウェア開発 3,626 49.9 102.7 

計 7,274 100.0 111.1 

区分 
受注高 

（百万円） 
構成比（％） 

対前年同期比 
（％） 

受注残高 
（百万円） 

システムサービス 

パッケージソリューション 848 11.2 96.4 258 

システム構築＆サービス 2,819 37.4 118.7 639 

ソフトウェア開発 3,816 50.5 104.2 484 

小計 7,484 99.1 108.2 1,382 

情報機器販売 68 0.9 86.2 35 

合計 7,553 100.0 108.0 1,417 

区分 金額（百万円） 構成比（％） 
対前年同期比 

（％） 

システムサービス 

パッケージソリューション 875 12.3 109.1 

システム構築＆サービス 2,602 36.6 120.1 

ソフトウェア開発 3,585 50.5 103.2 

小計 7,063 99.4 109.6 

情報機器販売 39 0.6 12.8 

合計 7,102 100.0 105.2 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱ 
3,781 56.0 3,635 51.2 

㈱日立製作所 1,090 16.2 1,320 18.6 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

当社グループは従来より、ＩＴソリューション業界の厳しい競争に打ち克つため、他社差別化の重点項目とし

て研究開発を掲げて事業運営を進めております。めまぐるしく変化する外部環境を常に監視し、市場や顧客のニ

ーズを先取りした製品の開発、先端技術や蓄積したノウハウの製品化、ならびに業界標準の取り込みを基本戦略

として、積極的に研究開発に取り組みました。  

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、３千８百万円を支出しました。 

当中間連結会計期間の研究開発の重点分野として、CRMソリューション分野、モバイル・セキュリティソリュー

ション分野、先端技術ソリューション分野等を中心に多数の製品やソリューションの研究開発を実施しました。 

この結果、CRMソリューション分野では、広告業界向け総合販売管理システムADsysシリーズとして折込広告代 

理店向けパッケージ「ADsys for 折込広告」の開発、交通広告代理店向けパッケージ「ADsys for 交通広告」の 

新規開発を行ない、司法書士向けのパッケージソリューションとして「サムポローニアDC/Neo」の開発を行ない

ました。モバイル・セキュリティソリューション分野では、リモートアクセスシステム「DoMobileCSE」のスマー

トフォンとの連携を強化した機能エンハンス版の開発、携帯電話をリッチクライアント化してセキュリティ面を 

強化した業務支援パッケージ「A３BROWSER（エー・キューブ・ブラウザ）」の開発、日立ソフトウェアエンジニア

リング㈱のセキュリティ製品秘文シリーズのうち、持ち出し先での不用意な情報漏洩を防止する「秘文AE Copy 

Guard」、透かし印刷により情報漏洩を抑止する「秘文AE Watermark Print」および「Watermark Print for 秘 

文」の機能強化版の開発を行ないました。さらに、先端技術ソリューション分野においては、㈱日立製作所中央

研究所の音声合成技術を活用した汎用知的音声合成システム「ボイスソムリエ」の機能強化版を開発しました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1)重要な設備の新設 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末迄に計画した重要な設備の新設について重要な変更はありませ

ん。 

(2)重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、重要な設備の除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数

（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月26日） 

上場金融商品取
引所名又は登録
認可金融商品取
引業協会名 

内容 

普通株式 14,300,000 14,300,000 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 14,300,000 14,300,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

  

平成19年４月１日 

～ 

平成19年９月30日 

  

－ 14,300,000 － 3,560 － 4,554 



(5）【大株主の状況】 

 （注） 上記大株主のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 186千株、日本マスタートラスト信託銀行㈱ 57千株、 

資産管理サービス信託銀行㈱ 21千株 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）１「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、2,300株含まれておりま

す。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数23個は、含めておりません。

２「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式５株が含まれております。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日立ソフトウェアエンジニア

リング㈱ 
東京都品川区東品川４－12－７ 7,700 53.85 

関口邦夫 埼玉県川口市 452 3.17 

日立ビジネス社員持株会 神奈川県横浜市中区桜木町１－１－８ 408 2.86 

バンク オブ ニューヨーク  

ジーシーエム クライアント  

アカウント ジェイピーアー

ルデイ アイエスジー エフイ

ー－エイシー 

（常任代理人 ㈱三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 

LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM 

（東京都千代田区丸の内２－７－１決済事

業部内） 

302 2.12 

日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱ 
東京都中央区晴海１－８－11 231 1.62 

小川由晃 和歌山県和歌山市 116 0.81 

日本マスタートラスト信託銀

行㈱ 
東京都港区浜松町２－11－３ 97 0.68 

資産管理サービス信託銀行㈱ 
東京都中央区晴海１－８－12 晴海アイラン

ド トリトンスクエア オフィスタワーＺ棟 
73 0.51 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１－４－５ 53 0.37 

陶山實 福岡県福岡市 49 0.34 

計 － 9,485 66.33 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     100 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,299,400 142,971 － 

単元未満株式 普通株式     500 － 
一単元（100株）未

満の株式 

発行済株式総数 14,300,000 － － 

総株主の議決権 － 142,971 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株式
数（株） 

他人名義所有株式
数（株） 

所有株式数の合計
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 日立ビジネス 

 ソリューション㈱ 

 横浜市中区桜木町 

 一丁目１番地８ 
100 － 100 0.0 

計 － 100 － 100 0.0 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 740 730 735 759 740 730 

最低（円） 707 705 712 711 701 705 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表に

ついて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から

平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）

の中間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金     441     739     487   

２．受取手形及び売
掛金 

    3,274     3,344     3,883   

３．有価証券     1,048     －     602   

４．たな卸資産     247     306     141   

５．預け金     1,797     2,006     2,151   

６．繰延税金資産     479     462     479   

７．その他     45     41     22   

８．貸倒引当金     △1     △4     △6   

流動資産合計     7,332 49.5   6,896 46.5   7,761 52.6 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※１                   

(1）建物   74     70     77     

(2）工具器具備品   78 152 1.0 71 142 1.0 75 152 1.0 

２．無形固定資産                     

(1）のれん   449     －     －     

(2）ソフトウェア   803     723     683     

(3）その他   232 1,486 10.0 152 876 5.9 192 876 5.9 

３．投資その他の資
産 

                    

(1）投資有価証券   3,763     3,663     3,763     

(2）前払年金費用   303     349     332     

(3）繰延税金資産   525     620     593     

(4）長期預け金   －     1,000     －     

(5）長期定期預金   900     900     900     

(6）その他   353 5,846 39.5 385 6,919 46.6 380 5,969 40.5 

固定資産合計     7,485 50.5   7,938 53.5   6,998 47.4 

資産合計     14,817 100.0   14,835 100.0   14,760 100.0 

                      

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．買掛金     537     528     564   

２．未払法人税等     243     257     359   

３．未払費用     1,145     1,161     1,153   

４．役員賞与引当金     25     25     9   

５．プログラム補修
引当金 

    28     24     35   

６．受注損失引当金     －     47     －   

７．その他     252     346     431   

流動負債合計     2,233 15.1   2,390 16.1   2,554 17.3 

Ⅱ 固定負債                     

１．退職給付引当金     1,316     1,463     1,385   

２．役員退職慰労引
当金 

    72     68     89   

３．その他     7     7     7   

固定負債合計     1,395 9.4   1,540 10.4   1,483 10.1 

負債合計     3,628 24.5   3,931 26.5   4,037 27.4 

                      

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     3,560 24.0   3,560 24.0   3,560 24.1 

２．資本剰余金     4,554 30.7   4,554 30.7   4,554 30.8 

３．利益剰余金     3,093 20.9   2,801 18.9   2,623 17.8 

４．自己株式     △0 △0.0   △0 △0.0   △0 △0.0 

株主資本合計     11,207 75.6   10,915 73.6   10,737 72.7 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

その他有価証券評価
差額金 

    △18 △0.1   △11 △0.1   △14 △0.1 

評価・換算差額等
合計 

    △18 △0.1   △11 △0.1   △14 △0.1 

純資産合計     11,188 75.5   10,903 73.5   10,722 72.6 

負債純資産合計     14,817 100.0   14,835 100.0   14,760 100.0 

                      



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     6,749 100.0   7,102 100.0   14,014 100.0 

Ⅱ 売上原価     5,409 80.1   5,643 79.5   11,311 80.7 

売上総利益     1,339 19.9   1,458 20.5   2,703 19.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   953 14.2   1,028 14.4   1,997 14.3 

営業利益     386 5.7   430 6.1   705 5.0 

Ⅳ 営業外収益                     

１．受取利息   33     41     69     

２．雑収益   2 35 0.6 2 44 0.6 5 74 0.5 

Ⅴ 営業外費用                     

１．支払利息及び割引
料 

  0     －     0     

２．固定資産除却損   2     2     4     

３．たな卸資産除却損   －     －     2     

４．関係会社株式売却
損 

  9     －     9     

５．投資有価証券評価
損 

  －     －     2     

６．雑損失   0 12 0.2 0 2 0.1 0 19 0.1 

経常利益     409 6.1   471 6.6   760 5.4 

Ⅵ 特別損失                     

１．のれん償却額   －     －     437     

２．ソフトウェア除却
損 

  －     －     14     

３．ソフトウェア評価
損 

  － － － － － － 13 466 3.3 

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    409 6.1   471 6.6   294 2.1 

法人税、住民税及
び事業税 

  197     205     524     

法人税等調整額   △37 160 2.4 △11 193 2.7 △108 415 3.0 

中間（当期）純利
益（純損失） 

    249 3.7   278 3.9   △121 △0.9 

                      



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 3,560 4,554 2,994 △0 11,108 

中間連結会計期間中の変動額          

利益処分による剰余金の配当     △100   △100 

利益処分による役員賞与     △50   △50 

中間純利益又は純損失（△）     249   249 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）           

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） － － 99 － 99 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 3,560 4,554 3,093 △0 11,207 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 

評価差額金 
評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） △34 △34 11,073 

中間連結会計期間中の変動額      

利益処分による剰余金の配当     △100 

利益処分による役員賞与     △50 

中間純利益又は純損失（△）     249 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 15 15 15 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 15 15 115 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） △18 △18 11,188 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 3,560 4,554 2,623 △0 10,737 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △100   △100 

中間純利益又は純損失（△）     278   278 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）           

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） － － 178 － 178 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 3,560 4,554 2,801 △0 10,915 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 

評価差額金 
評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） △14 △14 10,722 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当     △100 

中間純利益又は純損失（△）     278 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 3 3 3 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 3 3 181 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） △11 △11 10,903 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 3,560 4,554 2,994 △0 11,108 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当     △100   △100 

利益処分による配当金の支払     △100   △100 

利益処分による役員賞与     △50   △50 

当期純利益又は純損失（△）     △121   △121 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）           

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） － － △371 － △371 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 3,560 4,554 2,623 △0 10,737 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 

評価差額金 
評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） △34 △34 11,073 

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当     △100 

利益処分による配当金の支払     △100 

利益処分による役員賞与     △50 

当期純利益又は純損失（△）     △121 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 20 20 20 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 20 20 △351 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） △14 △14 10,722 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キャ
ッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

        

税金等調整前中間（当
期）純利益 

  409 471 294 

減価償却費   228 285 554 

のれん償却額   7 － 456 

貸倒引当金の増減額 
（減少：△） 

  △3 △2 1 

役員賞与引当金の増減額 
（減少：△） 

  25 15 9 

プログラム補修引当金の
増減額（減少：△） 

  △6 △10 △0 

受注損失引当金の増減額 
（減少：△） 

  － 47 － 

退職給付引当金の増減額
（減少：△） 

  81 78 151 

役員退職慰労引当金の増
減額（減少：△） 

  △55 △20 △37 

受取利息及び受取配当金   △33 △42 △69 

支払利息及び割引料   0 － 0 

固定資産除却損   2 2 4 

たな卸資産除却損   － － 2 

関係会社株式売却損   9 － 9 

投資有価証券評価損   － － 2 

ソフトウェア除却損   － － 14 

ソフトウェア評価損   － － 13 

売上債権の増減額 
（増加：△） 

  439 539 △169 

たな卸資産の増減額 
（増加：△） 

  △79 △165 25 

前払年金費用の増減額 
（増加：△） 

  △27 △17 △55 

仕入債務の増減額 
（減少：△） 

  △67 △10 △23 

未払費用の増減額 
（減少：△） 

  △42 7 △33 

その他   △193 △103 11 

小計   694 1,074 1,162 

利息及び配当金の受取額   41 46 90 

利息及び割引料の支払額   △0 － △0 

法人税等の支払額   △207 △307 △422 

その他   △0 2 △4 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  527 816 826 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キャ
ッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

        

定期預金の払戻による収
入 

  － 100 － 

長期預け金の預入による
支出 

  － △1,000 － 

有価証券の売却・償還に
よる収入 

  400 600 840 

有形固定資産の取得によ
る支出 

  △17 △9 △50 

無形固定資産の取得によ
る支出 

  △219 △284 △399 

投資有価証券の売却・償
還による収入 

  － 100 － 

関係会社株式の売却によ
る収入 

  0 － 0 

差入敷金保証金の支払に
よる支出 

  △12 △0 △53 

新規連結子会社株式取得
による支出 

  △706 － △706 

その他   14 △14 30 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △539 △508 △338 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

        

短期借入金の返済による
支出 

  △184 － △184 

長期借入金の返済による
支出 

  △32 － △32 

配当金の支払額   △99 △99 △199 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △316 △99 △416 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

  － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増減額（減少：△） 

  △327 208 72 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

  2,466 2,538 2,466 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

  2,138 2,746 2,538 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 １社 

連結子会社名  ㈱ピスク 

 なお、㈱ピスクは、平成18

年４月に全株式を取得したこ

とにより、当中間連結会計期

間から連結の範囲に含めてお

ります。 

連結子会社の数 １社 

同左 

───── 

連結子会社の数 １社 

同左 

 なお、㈱ピスクは、平成18

年４月に全株式を取得したこ

とにより、当連結会計年度か

ら連結の範囲に含めておりま

す。また、連結の範囲から除

外した子会社はありません。 

２．持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 

 なお、持分法を適用してい

ない関連会社（㈱よみうりソ

フト）については、中間純損

益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、中間連結財務諸

表に与える影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要

性がないため、持分法の適用

範囲から除外しております。 

該当事項はありません。 

同左 

該当事項はありません。 

 なお、持分法を適用してい

ない関連会社（㈱よみうりソ

フト）については、連結純損

益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、連結財務諸表に

与える影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間決算日は、

中間連結決算日と一致しており

ます。 

───── 

同左 

  

  

───── 

 連結子会社の事業年度末日

は、連結決算日と一致しており

ます。 

 なお、㈱ピスクの決算日を５

月20日から連結決算日に変更し

たため、当該連結子会社の事業

年度の月数が約10ヶ月となって

おります。 

４．会計処理基準に関する事

項 

（1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市

場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価

法  

②たな卸資産 

商品 

移動平均法による低価法 

仕掛品 

個別法による原価法 

（1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

  

 

  

時価のないもの 

同左 

  

②たな卸資産 

商品 

同左 

仕掛品 

同左 

（1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

同左 

  

②たな卸資産 

商品 

同左 

仕掛品 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  （2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産 

定率法 

（但し、平成10年４月１

日以降に取得した建物

（建物附属設備を除

く）については、定額

法を採用しておりま

す。） 

 なお、主な耐用年数は、

以下のとおりです。 

建物     ３～23年 

工具器具備品 ３～20年 

───── 

  

  

  

  

  

  

 

  

  

  

  

  

───── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

  

  

  

  

②無形固定資産 

定額法 

 なお、市場販売目的の

ソフトウェアについて

は、販売可能な見込有効

期間（３年以内）、自社

利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利

用可能期間（５年以内）

に基づく定額法によって

おります。 

（2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

 なお、主な耐用年数は、

以下のとおりです。 

建物     ３～23年 

工具器具備品 ３～20年 

（会計方針の変更） 

 当社及び国内連結子会社

は、法人税法の改正に伴

い、当中間連結会計期間よ

り、平成19年４月１日以降

に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に

変更しております。 

 この変更による、営業利

益、経常利益及び税金等調

整前中間純利益に与える影

響は、軽微であります。 

（追加情報） 

 当社及び国内連結子会社

は、法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前

に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到

達した連結会計年度の翌連

結会計年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。 

 これによる、営業利益、

経常利益及び税金等調整前

中間純利益に与える影響は

軽微であります。 

②無形固定資産 

同左 

（2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

 なお、主な耐用年数は、

以下のとおりです。 

建物     ３～23年 

工具器具備品 ３～20年 

───── 

  

  

  

  

  

  

 

  

  

  

  

  

───── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

  

  

  

  

②無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  （3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 営業債権等の貸倒れによ

る損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収の可能性を検討し、回

収不能見込額を計上してお

ります。 

②役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備える

ため、当連結会計年度にお

ける支給見込額の当中間連

結会計期間負担額を計上し

ております。 

（会計方針の変更） 

 当中間連結会計期間より

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４

号 平成17年11月29日）を適

用しております。 

 これにより営業利益、経

常利益及び税金等調整前中

間純利益は、それぞれ25百

万円減少しております。 

③プログラム補修引当金 

 プログラムの無償補修費

用の支出に備えるため、将

来発生見込額を計上してお

ります。 

───── 

  

  

  

  

  

  

 

  

  

④退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき当

中間連結会計期間末におい

て発生していると認められ

る額を計上しております。 

 会計基準変更時差異につ

いては10年による均等額を

費用処理しております。  

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間による定額法により按

分した額を、それぞれ発生

の翌連結会計年度から費用

処理することとしておりま

す。 

（3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

②役員賞与引当金 

同左 

   

 

  

  

───── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

③プログラム補修引当金 

同左 

   

  

  

④受注損失引当金 

 ソフトウェアの請負契約

に基づく開発のうち、当中

間連結会計期間末時点で将

来の損失が見込まれ、か

つ、当該損失額を合理的に

見積もることが可能なもの

については、当下半期以降

に発生が見込まれる損失額

を計上しております。 

⑤退職給付引当金 

同左 

   

  

  

  

 

  

同左 

   

   

同左 

 

  

  

  

  

   

   

（3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

②役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備える

ため、当連結会計年度にお

ける支給見込額を計上して

おります。 

  

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より「役

員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成

17年11月29日）を適用して

おります。 

 これにより営業利益、経

常利益及び税金等調整前当

期純利益は、それぞれ９百

万円減少しております。 

③プログラム補修引当金 

同左 

   

  

  

───── 

  

  

  

  

  

  

 

  

  

④退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計

上しております。 

  

  

同左 

   

   

同左 

 

  

  

  

  

   

   

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

   過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間による定額法により

費用処理することとしてお

ります。 

⑤役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

いて計算された額を計上し

ております。 

（4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理方法によ

っております。 

（5）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によっ

ております。 

同左 

 

  

   

   

⑥役員退職慰労引当金 

同左 

 

  

   

（4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 

 

  

 

 

   

（5）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

同左 

  

   

同左 

 

  

   

   

⑤役員退職慰労引当金 

同左 

 

  

   

（4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 

 

  

  

 

   

（5）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  

消費税等の会計処理 

同左 

  

   

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 

 

 

  

  

   

同左 

 

 

  

  

   



   中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準 

 当中間連結会計期間より「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」(企業会計基準第５

号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業

会計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相

当する金額は、11,188百万円で

す。 

 なお、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産

の部については、中間連結財務諸

表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成し

ております。 

─────  当連結会計年度より「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号 平成17年12月

９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相

当する金額は、10,722百万円で

す。 

 なお、当連結会計年度における

連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

                211百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

                195百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

                197百万円 

 ２．偶発債務 

 従業員の金融機関からの住宅取得資

金借入に対し、次のとおり債務の保証

を行っております。 

   （被保証人）従業員４人   36百万円 

───── 

 ２．偶発債務 

 従業員の金融機関からの住宅取得資

金借入に対し、次のとおり債務の保証

を行っております。 

   （被保証人）従業員４人   34百万円 

───── 

 ２．偶発債務 

 従業員の金融機関からの住宅取得資

金借入に対し、次のとおり債務の保証

を行っております。 

   （被保証人）従業員４人   35百万円 

 ３．受取手形割引高は3百万円であります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は、次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は、次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は、次のとおりであります。 

 給与諸手当等 435百万円  

 退職給付費用 22     

 研究開発費 149     

 給与諸手当等 553百万円  

 退職給付費用 23      

 研究開発費 38      

 給与諸手当等 882百万円  

 退職給付費用 38      

 研究開発費 320     



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

 ３．配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

 （2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 14,300 － － 14,300 

合計 14,300 － － 14,300 

自己株式        

普通株式 0 － － 0 

合計 0 － － 0 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月21日 

定時株主総会 
普通株式 100 7.00 平成18年３月31日 平成18年６月22日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年10月26日 

取締役会 
普通株式 100 利益剰余金 7.00 平成18年９月30日 平成18年12月４日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

 ３．配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

 （2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 14,300 － － 14,300 

合計 14,300 － － 14,300 

自己株式        

普通株式 0 － － 0 

合計 0 － － 0 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月20日 

定時株主総会 
普通株式 100 7.00 平成19年３月31日 平成19年６月21日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年10月24日 

取締役会 
普通株式 100 利益剰余金 7.00 平成19年９月30日 平成19年12月４日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

 ３．配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

 （2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当連結会計年度増加
株式数（千株） 

当連結会計年度減少
株式数（千株） 

当連結会計年度末株
式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 14,300 － － 14,300 

合計 14,300 － － 14,300 

自己株式        

普通株式 0 － － 0 

合計 0 － － 0 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月21日 

定時株主総会 
普通株式 100 7.00 平成18年３月31日 平成18年６月22日 

平成18年10月26日 

取締役会 
普通株式 100 7.00 平成18年９月30日 平成18年12月４日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年６月20日 

定時株主総会 
普通株式 100 利益剰余金 7.00 平成19年３月31日 平成19年６月21日

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に記載されている科

目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定    441百万円

預入期間が3ヶ月を

超える定期預金 
△100 

預け金 1,797 

現金及び現金同等物 2,138 

現金及び預金勘定 739百万円

預け金 2,006 

現金及び現金同等物 2,746 

現金及び預金勘定 487百万円

預入期間が3ヶ月を

超える定期預金 
△100 

預け金 2,151 

現金及び現金同等物 2,538 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取 得 
価 額 
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末
残 高 
相当額 

(百万円) 

車両運搬具 4 1 2 

工具器具備品 17 10 7 

ソフトウェア 5 1 4 

合計 27 12 14 

 

取 得 
価 額 
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残 高 
相当額 

(百万円)

車両運搬具 4 2 1 

工具器具備品 17 14 3 

ソフトウェア 5 2 3 

合計 27 19 8 

 

取 得 
価 額 
相当額 

(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

期 末 
残 高 
相当額 
(百万円)

車両運搬具 4 2 1 

工具器具備品 17 12 5 

ソフトウェア 5 1 4 

合計 27 16 11 

     
(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 6百万円 

１年超 8  

合計 14  

１年以内 4百万円 

１年超 3  

合計 8  

１年以内 5百万円 

１年超 5  

合計 11  

     
(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 2百万円 

減価償却費相当額 2  

支払利息相当額 0  

支払リース料 3百万円 

減価償却費相当額 3  

支払利息相当額 0  

支払リース料 6百万円 

減価償却費相当額 6  

支払利息相当額 0  

     
(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。  

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成18年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  該当する有価証券はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

（当中間連結会計期間末）（平成19年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  該当する有価証券はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

    取得原価 
中間連結貸借対照表 
計上額 

差額 

(1）株式   －百万円   －百万円   －百万円 

(2）債券             

国債・地方債等   －   －   － 

社債   3,738   3,723   △14 

その他   1,045   1,028   △17 

(3）その他   －   －   － 

合計   4,784   4,752   △31 

その他有価証券   

非上場株式 40百万円

    取得原価 
中間連結貸借対照表 
計上額 

差額 

(1）株式   36百万円   47百万円   11百万円 

(2）債券             

国債・地方債等   －   －   － 

社債   2,819   2,804   △14 

その他   804   789   △15 

(3）その他   －   －   － 

合計   3,660   3,641   △19 

その他有価証券   

非上場株式 1百万円



（前連結会計年度末）（平成19年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  該当する有価証券はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、デリバティブ取引を全く利用しており

ませんので、該当事項はありません。 

    取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

(1）株式   －百万円   －百万円   －百万円 

(2）債券             

国債・地方債等   －   －   － 

社債   3,526   3,517   △9 

その他   805   790   △14 

(3）その他   －   －   － 

合計   4,332   4,307   △24 

その他有価証券   

非上場株式 37百万円



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、当社グループは、自社開発パッケ

ージの販売、アライアンス製品（ハード/ソフト）によるＳＩ及び、各種ソフトウェアの受託開発等のシステ

ムサービスの提供、並びに、流通ハード/ソフトの販売を事業内容としており、情報サービス単一事業のた

め、事業の種類別セグメント情報を記載しておりません。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国及び地域に所在する

連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報を記載しておりません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高がないため、海外売上

高の記載をしておりません。 



（１株当たり情報） 

 （注）１ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載を省略しており

ます。 

２ １株当たり中間（当期）純利益（純損失）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 782円45銭 762円52銭 749円83銭 

１株当たり中間（当期）純利益

（純損失） 
17円45銭 19円46銭 △8円47銭 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

中間（当期）純利益（純損失）    249百万円   278百万円 △121百万円 

普通株主に帰属しない金額 －百万円 －百万円 －百万円 

普通株式に係る中間（当期）純

利益（純損失） 
   249百万円    278百万円    △121百万円 

普通株式の期中平均株式数       14,299千株 14,299千株 14,299千株 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   379   514 431   

２．受取手形   7   0 1   

３．売掛金   3,155   3,323 3,797   

４．有価証券   1,048   － 602   

５．たな卸資産   244   298 140   

６．親会社預け金   1,797   2,006 2,151   

７．繰延税金資産   448   442 453   

８．その他   91   37 172   

９．貸倒引当金   △0   △0 △0   

流動資産合計     7,173 49.0 6,624 45.5   7,748 53.4

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1) 建物   73   69 76   

(2) 工具器具備品   68   68 72   

有形固定資産合計     141 1.0 138 0.9   148 1.0

２．無形固定資産           

(1) 営業権   231   151 191   

(2) ソフトウェア   298   709 238   

(3) 施設利用権   1   1 1   

無形固定資産合計     531 3.6 862 5.9   431 3.0

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券   3,743   3,643 3,743   

(2) 関係会社株式   770   20 20   

(3) 長期前払費用   304   0 0   

(4) 前払年金費用   －   349 332   

(5) 繰延税金資産   491   619 592   

(6) 親会社長期預け
金 

  －   1,000 －   

(7) 長期定期預金   900   900 900   

(8) その他   574   412 598   

投資その他の資産
合計 

    6,783 46.4 6,945 47.7   6,186 42.6

固定資産合計     7,456 51.0 7,946 54.5   6,766 46.6

資産合計     14,630 100.0 14,570 100.0   14,514 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   443   490 501   

２．未払金   14   28 18   

３．未払費用   1,117   1,128 1,126   

４．未払法人税等   243   257 358   

５．未払事業所税   8   9 17   

６．未払消費税等 ※３ 143   115 256   

７．前受金   43   83 59   

８．役員賞与引当金    25   22 9   

９．プログラム補修引
当金 

  28   24 35   

10．受注損失引当金    －   47 －   

11．その他   30   35 26   

流動負債合計     2,098 14.3 2,243 15.4   2,410 16.6

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金   1,258   1,409 1,330   

２．役員退職慰労引当
金 

  50   67 66   

固定負債合計     1,308 9.0 1,477 10.1   1,397 9.6

負債合計     3,407 23.3 3,720 25.5   3,808 26.2

            

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     3,560 24.3   3,560 24.4   3,560 24.5 

２．資本剰余金                     

  資本準備金   4,554     4,554     4,554     

資本剰余金合計     4,554 31.1   4,554 31.3   4,554 31.4 

３．利益剰余金                     

(1）利益準備金   110     110     110     

(2）その他利益剰余
金 

                    

プログラム等準
備金 

  133     78     97     

特別償却準備金   8     1     2     

別途積立金   1,800     1,800     1,800     

繰越利益剰余金   1,075     757     596     

利益剰余金合計     3,128 21.4   2,747 18.9   2,607 18.0 

４．自己株式     △0 △0.0   △0 △0.0   △0 △0.0 

株主資本合計     11,242 76.8   10,861 74.6   10,721 73.9 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

その他有価証券評
価差額金 

    △18 △0.1   △11 △0.1   △14 △0.1 

評価・換算差額等合
計 

    △18 △0.1   △11 △0.1   △14 △0.1 

純資産合計     11,223 76.7   10,850 74.5   10,706 73.8 

負債純資産合計     14,630 100.0   14,570 100.0   14,514 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     6,496 100.0 6,803 100.0   13,533 100.0 

Ⅱ 売上原価     5,253 80.9 5,567 81.8   10,932 80.8

売上総利益     1,242 19.1 1,235 18.2   2,601 19.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    805 12.4 850 12.5   1,654 12.2

営業利益     437 6.7 385 5.7   947 7.0

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息     34 42   72 

２．雑収益     1 2   4 

営業外収益合計     36 0.6 44 0.7   77 0.6

Ⅴ 営業外費用           

１．固定資産除却損     2 2   3 

２．関係会社株式売却
損 

    9 －   9 

３．投資有価証券評価
損 

    － －   2 

４．雑損失     0 0   0 

営業外費用合計     11 0.2 2 0.1   15 0.1

経常利益     461 7.1 427 6.3   1,008 7.5

Ⅵ 特別損失           

    関係会社株式評価
損 

    － －   749 

特別損失合計     － － － －   749 5.6

税引前中間（当
期）純利益 

    461 7.1 427 6.3   258 1.9

法人税、住民税及
び事業税 

  197   205 523   

法人税等調整額   △18 178 2.7 △18 186 2.8 △127 396 2.9

中間（当期）純利
益（純損失） 

    283 4.4 240 3.5   △137 △1.0

             



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注）平成18年６月21日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本 
剰余金 

利益剰余金 

自己 
株式 

株主資本
合計 

資本 
準備金 

利益 
準備金 

  
その他利益剰余金 

利益剰余
金合計 プログラ

ム等準備
金 

特別償却
準備金 

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 3,560 4,554 110 159 14 1,600 1,110 2,994 △0 11,108 

中間会計期間中の変動額                    

租税特別措置法の規定に基づ
く準備金の取崩（注）       △26 △5   31 －   － 

別途積立金の積立（注）           200 △200 －   － 

剰余金の配当（注）             △100 △100   △100 

役員賞与（注）             △50 △50   △50 

中間純利益又は純損失（△）             283 283   283 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）                     

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） － － － △26 △5 200 △34 133 － 133 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 3,560 4,554 110 133 8 1,800 1,075 3,128 △0 11,242 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） △34 △34 11,073 

中間会計期間中の変動額      

租税特別措置法の規定に基づ
く準備金の取崩（注）     － 

別途積立金の積立（注）     － 

剰余金の配当（注）     △100 

役員賞与（注）     △50 

中間純利益又は純損失（△）     283 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 15 15 15 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 15 15 149 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） △18 △18 11,223 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 

株主資本 

資本金 

資本 
剰余金 

利益剰余金 

自己 
株式 

株主資本
合計 

資本 
準備金 

利益 
準備金 

  
その他利益剰余金 

利益剰余
金合計 プログラ

ム等準備
金 

特別償却
準備金 

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 3,560 4,554 110 97 2 1,800 596 2,607 △0 10,721 

中間会計期間中の変動額                    

プログラム等準備金の取崩       △19     19 －   － 

特別償却準備金の取崩         △1   1 －   － 

剰余金の配当             △100 △100   △100 

中間純利益又は純損失（△）             240 240   240 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）                     

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） － － － △19 △1 － 160 140 － 140 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 3,560 4,554 110 78 1 1,800 757 2,747 △0 10,861 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） △14 △14 10,706 

中間会計期間中の変動額      

プログラム等準備金の取崩     － 

特別償却準備金の取崩     － 

剰余金の配当     △100 

中間純利益又は純損失（△）     240 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 3 3 3 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 3 3 143 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） △11 △11 10,850 



前事業年度の要約株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月21日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本 
剰余金 

利益剰余金 

自己 
株式 

株主資本
合計 

資本 
準備金 

利益 
準備金 

  
その他利益剰余金 

利益剰余
金合計 プログラ

ム等準備
金 

特別償却
準備金 

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 3,560 4,554 110 159 14 1,600 1,110 2,994 △0 11,108 

事業年度中の変動額                    

プログラム等準備金の取崩       △36     36 －   － 

特別償却準備金の取崩         △5   5 －   － 

剰余金の配当             △100 △100   △100 

租税特別措置法の規定に基づ
く準備金の取崩（注）       △26 △5   31 －   － 

別途積立金の積立（注）           200 △200 －   － 

配当金の支払（注）             △100 △100   △100 

役員賞与（注）             △50 △50   △50 

当期純利益又は純損失（△）             △137 △137   △137 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）                     

事業年度中の変動額合計 
（百万円） － － － △62 △11 200 △513 △387 － △387 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 3,560 4,554 110 97 2 1,800 596 2,607 △0 10,721 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） △34 △34 11,073 

事業年度中の変動額      

プログラム等準備金の取崩     － 

特別償却準備金の取崩     － 

剰余金の配当     △100 

租税特別措置法の規定に基づ
く準備金の取崩（注）     － 

別途積立金の積立（注）     － 

配当金の支払（注）     △100 

役員賞与（注）     △50 

当期純利益又は純損失（△）     △137 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 20 20 20 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 20 20 △367 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） △14 △14 10,706 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

        

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく

時価法 

（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

        

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

        

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 

移動平均法による低価法 

(1）商品 

同左 

(1）商品 

同左 

  (2）仕掛品 

個別法による原価法 

(2）仕掛品 

同左 

(2）仕掛品 

同左 

        

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）については、

定額法を採用しておりま

す。） 

(1）有形固定資産 

同左 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

同左 

   なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。 

  建物 ３～23年

工具器具備品 ３～20年

建物 ３～23年

工具器具備品 ３～20年

建物 ３～23年

工具器具備品 ３～20年

  ───── （会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当

中間会計期間より、平成19年

４月１日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。 

 この変更による、営業利

益、経常利益及び税引前中間

純利益に与える影響は、軽微

であります。 

───── 

  ───── （追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得し

た資産については、改正前の

法人税法に基づく減価償却の 

方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌

事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上

しております。 

 これによる、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益

に与える影響は、軽微であり

ます。 

───── 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）無形固定資産 

定額法 

 ただし、市場販売目的のソ

フトウェアについては、販売

可能な見込有効期間（３年以

内）に基づく定額法、自社利

用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期

間（５年以内）に基づく定額

法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

同左 

        

４ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 営業債権等の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収の可

能性を検討し回収不能見込額

を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えるた

め、当事業年度における支給

見込額の当中間会計期間負担

額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間より「役員賞

与に関する会計基準」（企業会

計基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。これ

により営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益は、それぞれ

25百万円減少しております。 

(2）役員賞与引当金 

同左 

───── 

(2）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えるた

め、当事業年度における支給

見込額を計上しております。  

（会計方針の変更） 

 当事業年度より「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基

準第４号 平成17年11月29日）を

適用しております。これにより

営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益は、それぞれ９百万

円減少しております。 

  (3）プログラム補修引当金 

 プログラムの無償補修費用

の支出に備えるため将来発生

見込額を計上しております。 

(3）プログラム補修引当金 

同左 

(3）プログラム補修引当金 

同左 

  ───── (4）受注損失引当金 

 ソフトウェアの請負契約に

基づく開発のうち、当中間会

計期間末時点で将来の損失が

見込まれ、かつ、当該損失額

を合理的に見積もることが可

能なものについては、当下半

期以降に発生が見込まれる損

失額を計上しております。 

 ───── 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

(5）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。 

   会計基準変更時差異につい

ては10年間による按分額を費

用処理しております。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

   数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしており

ます。 

同左 同左 

   過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間による定額法により費用処

理することとしております。 

同左 同左 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づいて

計算された額を計上しており

ます。 

(6）役員退職慰労引当金 

同左 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

        

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

        

６ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



   中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

貸借対照表の純資産の 

部の表示に関する会計 

基準 

 当中間会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）及

び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に

相当する金額は、11,223百万円

です。 

 なお、当中間会計期間におけ

る中間貸借対照表の純資産の部

については、中間財務諸表等規

則の改正に伴い、改正後の中間

財務諸表等規則により作成して

おります。 

─────  当事業年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準第５

号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に

相当する金額は、10,706百万円

です。 

 なお、当事業年度における貸

借対照表の純資産の部について

は、財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の財務諸表等規則に

より作成しております。 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

中間貸借対照表関係 ─────  「前払年金費用」を当中間会計期間より区分掲

記いたしました。なお、前中間会計期間末は、投

資その他の資産の「長期前払費用」に303百万円含

まれております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価

償却累計額 
185百万円 189百万円 191百万円

 ２ 偶発債務       

保証債務 36百万円 34百万円 35百万円

被保証人（従業員） 4人 4人 4人

上記は、従業員の

金融機関からの住

宅取得資金借入に

対する債務の保証

であります。 

      

※３ 消費税等の表示  売上等に係る消費税等と

仕入等に係る消費税等は、

相殺のうえ、流動負債に未

払消費税等として表示して

おります。 

同左 ───── 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

減価償却実施額       

有形固定資産 17百万円 17百万円 38百万円

無形固定資産 125  256  288 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間 

増加株式数（千株）
当中間会計期間 

減少株式数（千株） 
当中間会計期間末 
株式数（千株） 

自己株式        

 普通株式 0 － － 0 

合計 0 － － 0 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間 

増加株式数（千株）
当中間会計期間 

減少株式数（千株） 
当中間会計期間末 
株式数（千株） 

自己株式        

 普通株式 0 － － 0 

合計 0 － － 0 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当事業年度 

増加株式数（千株）
当事業年度 

減少株式数（千株） 
当事業年度末株式数

（千株） 

自己株式        

 普通株式 0 － － 0 

合計 0 － － 0 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

取得価額相当額  

車両運搬具 4百万円

工具器具備品 7 

合計 11 

取得価額相当額  

車両運搬具 4百万円

工具器具備品 7 

合計 11 

取得価額相当額  

車両運搬具 4百万円

工具器具備品 7 

合計 11 

  減価償却累計額相当額  

車両運搬具  1百万円

工具器具備品 3 

合計 5 

減価償却累計額相当額  

車両運搬具  2百万円

工具器具備品 5 

合計 8 

減価償却累計額相当額  

車両運搬具 2百万円

工具器具備品 4 

合計 6 

  中間期末残高相当額  

車両運搬具  2百万円

工具器具備品 3 

合計 6 

中間期末残高相当額  

車両運搬具  1百万円

工具器具備品 2 

合計 3 

期末残高相当額  

車両運搬具 1百万円

工具器具備品 2 

合計 4 

  (2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

  １年以内  2百万円

１年超 3 

合計 6 

１年以内 2百万円

１年超 0 

合計 3 

１年以内 2百万円

１年超 1 

合計 4 

  (3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  支払リース料  1百万円

減価償却費相当額 1 

支払利息相当額 0 

支払リース料 1百万円

減価償却費相当額 1 

支払利息相当額 0 

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2 

支払利息相当額 0 

  

  

  

(4）減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

……リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

・利息相当額の算定方法 

……リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利

息法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間末）（平成18年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（注）当中間会計期間末における有価証券（子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものを除く）について

は、中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

（当中間会計期間末）（平成19年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（前事業年度末）（平成19年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（注）当事業年度における有価証券（子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものを除く）については、連

結財務諸表における注記事項として記載しております。 

（１株当たり情報） 

 （注）１ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載を省略しており

ます。 

２ １株当たり中間（当期）純利益（純損失）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 784円84銭 758円76銭 748円72銭 

１株当たり中間（当期）純利益

（純損失） 
19円84銭 16円82銭 △9円59銭 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

中間（当期）純利益（純損失）    283百万円   240百万円 △137百万円 

普通株主に帰属しない金額 －百万円 －百万円  －百万円 

普通株式に係る中間（当期）純

利益（純損失） 
   283百万円    240百万円 △137百万円 

普通株式の期中平均株式数       14,299千株 14,299千株       14,299千株 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。 



(2）【その他】 

 平成19年10月24日開催の取締役会において、第33期（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の中間

配当を行なうことを決議いたしました。 

(1) 中間配当金の総額          100,099,265円 

(2) １株当たりの中間配当額          7円00銭 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

    有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第32期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月21日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月28日

日立ビジネスソリューション株式会社   

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 青栁 好一  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 尾﨑 隆之  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日立ビ

ジネスソリューション株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、日立ビジネスソリューション株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月26日

日立ビジネスソリューション株式会社   

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 青栁 好一  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 尾﨑 隆之  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日立ビジネスソリューション株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連

結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、日立ビジネスソリューション株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月28日

日立ビジネスソリューション株式会社   

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 青栁 好一  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 尾﨑 隆之  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日立ビ

ジネスソリューション株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第32期事業年度の中間会計期間（平成18

年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主

資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日立ビジネスソリューション株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月26日

日立ビジネスソリューション株式会社   

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 青栁 好一  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 尾﨑 隆之  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日立ビジネスソリューション株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第33期事業年度の中間会計期

間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及

び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日立ビジネスソリューション株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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